










































（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 845,423 897,944

減価償却費 885,272 889,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,062 54,912

賞与引当金の増減額（△は減少） △786 26,359

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 51,925 18,710

受取利息及び受取配当金 △28,921 △29,485

支払利息 95,496 91,497

固定資産売却損益（△は益） △1,174 △1,965

固定資産除却損 12,654 7,101

投資有価証券評価損益（△は益） 1,938 460,895

売上債権の増減額（△は増加） 394,109 △514,259

たな卸資産の増減額（△は増加） △641,628 119,120

仕入債務の増減額（△は減少） △331,519 △25,125

その他 638,945 509,009

小計 1,877,673 2,504,186

利息及び配当金の受取額 29,130 29,549

利息の支払額 △77,314 △93,482

法人税等の還付額 － 204,623

法人税等の支払額 △712,966 △308,137

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,116,522 2,336,739

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △34,656 △90,065

定期預金の払戻による収入 108,089 50,000

有形固定資産の取得による支出 △852,332 △1,355,346

有形固定資産の売却による収入 5,284 1,897

無形固定資産の取得による支出 △51,106 △43,731

投資有価証券の取得による支出 － △75,698

保険積立金の払戻による収入 － 216,750

その他 △62,465 △54,194

投資活動によるキャッシュ・フロー △887,186 △1,350,388

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,500 572,300

長期借入れによる収入 1,500,000 1,700,000

長期借入金の返済による支出 △1,487,514 △1,577,219

配当金の支払額 △277,418 △276,850

リース債務の返済による支出 △24,955 △10,199

その他 － △61

財務活動によるキャッシュ・フロー △259,387 407,968

現金及び現金同等物に係る換算差額 △174,284 △163,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △204,336 1,231,152

現金及び現金同等物の期首残高 2,819,531 2,615,195

在外子会社の会計期間変更に伴う現金及び現金同等
物の増加額

－ 99,062

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,615,195 ※1  3,945,410



 該当事項はありません。  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項  全ての子会社を連結の範囲に含めてお

ります。 

 全ての子会社を連結の範囲に含めてお

ります。 

  (1) 連結子会社の数 

 ５社

(1) 連結子会社の数 

同左 

  (2) 連結子会社の名称 

ASAHI INTECC THAILAND CO.,LTD. 

フィルメック株式会社 

ASAHI INTECC USA,INC. 

ASAHI INTECC HANOI CO.,LTD. 

コンパスメッドインテグレーション

株式会社 

(2) 連結子会社の名称 

同左 

２ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 ASAHI INTECC THAILAND CO.,LTD.及び

ASAHI INTECC HANOI CO.,LTD.の決算日は

３月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使用

しておりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

 従来、連結子会社のうち決算日が３月

31日であるASAHI INTECC THAILAND CO., 

LTD.及びASAHI INTECC HANOI CO.,LTD.に

ついては、同日現在の財務諸表を利用

し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については必要な調整を行っておりま

したが、当連結会計年度より、四半期決

算の開示制度が適用されたことに伴い、

連結財務情報のより一層の適正化を図る

ため、連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。 

３ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

時価法 

  ハ たな卸資産 

製品、仕掛品及び原材料 

総平均法による原価法 

ハ たな卸資産 

商品及び製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方

法）  

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方

法） 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

    

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号平成18年７月５日

公表分）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。 

 これにより、当連結会計年度の

営業利益及び経常利益は、それぞ

れ245千円増加し、税金等調整前当

期純利益は66,665千円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は（セグメント情報）に記載

しております。 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、建物

(建物附属設備を除く)は定額法を採

用し、その他の有形固定資産につい

ては、定率法を採用しております。 

 ただし、平成19年４月１日以降取

得の有形固定資産については、改正

後の法人税法に規定する減価償却方

法により減価償却費を計上しており

ます。 

 在外連結子会社は、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物    15年～47年 

機械装置及び運搬具  ５年～13年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く) 

 当社及び国内連結子会社は、建物

(建物附属設備を除く)は定額法を採

用し、その他の有形固定資産につい

ては、定率法を採用しております。 

 ただし、平成19年４月１日以降取

得の有形固定資産については、改正

後の法人税法に規定する減価償却方

法により減価償却費を計上しており

ます。 

 在外連結子会社は、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物    15年～47年 

機械装置及び運搬具  ５年～10年 

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法

人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法に

基づく減価償却方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

 なお、これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

（追加情報） 

 当社及び国内連結子会社の機械

装置については、従来、耐用年数

を12～13年としておりましたが、

当連結会計年度より平成20年度の

税制改正による法定耐用年数の変

更を機会に経済的使用可能予測期

間の見直しを行い７～10年に変更

しております。 

 これにより、当連結会計年度の

営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ48,234

千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は（セグメント情報）に記載

しております。 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

  ロ 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、定額

法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基

づいております。 

 在外連結子会社は、定額法を採用

しております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く) 

同左 

   ― 

  

  

ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、リース取引開始日が平成20

年６月30日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を引き続き採用しており

ます。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は、債権

の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 在外連結子会社は、個別に債権の

回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業

員の賞与の支給に充てるため、支給

見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務に

基づき計上しております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 当社は、平成17年９月をもって役

員退職慰労金制度を廃止しておりま

す。なお、当連結会計年度末の役員

退職慰労引当金残高は、制度廃止時

に在任している役員に対する支給予

定額であり、支給時期はそれぞれの

役員の退任時としております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の資産及び

負債は、在外連結子会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける評価・換算差額等の為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース

物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 在外連結子会社は、主として通常の

売買取引に準じた会計処理によってお

ります。 

― 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について特例処

理の要件を満たしているため、特例

処理を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金 

  

  ハ ヘッジ方針 

 金利変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジしております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については特例

処理を採用しているため、有効性の

評価を省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理については、

税抜方式によっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

５ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限が到来

する短期投資からなっております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

― （リース取引に関する会計基準の適用） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ております。 

 この変更が営業利益、経常利益、税金等調整前当期純

利益及びセグメント情報に与える影響はありません。  

 ― （「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用） 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必

要な修正を行っております。 

 これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利

益は2,058千円減少しております。 

 また、期首の利益剰余金に2,290千円を加算したことに

伴い、利益剰余金が同額増加しております。  
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表示方法の変更

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取手

数料」及び「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の

100分の10以下であるため、営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度のそれぞれの金額は、次のとお

りであります。 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。 

受取手数料 千円1,864

受取賃貸料 千円2,212

なお、前連結会計年度のそれぞれの金額は、次のとおりで

あります。  

商品及び製品 千円1,243,261

仕掛品 千円1,242,751

原材料及び貯蔵品 千円1,034,926

２ 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「助成金収入」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、区分掲記しておりま

す。 

なお、前連結会計年度の「助成金収入」の金額は、

347千円であります。 

  

追加情報

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

（退職給付引当金） 

 当連結会計年度より当社は、退職給付債務の計算方法を

簡便法から原則法に変更しております。 

 この変更は、従業員数の増加により、退職給付債務の金

額の重要性が増したため、その算定の精度を高め、退職給

付費用の期間損益計算をより適正化するために行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、当期首における簡便法と原則法により

計算した退職給付債務の差額は「退職給付費用」として

165,059千円を特別損失に計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利

益及び経常利益はそれぞれ13,709千円減少し、税金等調整

前当期純利益は95,865千円減少しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は(セグメント情報)

に記載しております。 

― 

  

 （確定拠出型年金制度への移行） 

 当社及び国内連結子会社は、平成20年１月に退職一時金

制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理(企業会計基準適用指

針第１号)」を適用しております。 

 本移行に伴い、「退職給付制度一部終了益」として

82,406千円を特別利益に計上しております。 

 ― 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 千円1,051,410

土地 千円947,451

計 千円1,998,862

建物及び構築物 千円1,075,472

土地 千円947,451

計 千円2,022,923

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 千円938,046

(一年以内返済予定長期借入

金を含む) 

 

長期借入金 千円1,826,374

計 千円2,764,420

短期借入金 千円1,731,748

(1年以内返済予定の長期借入

金を含む) 

 

長期借入金 千円2,018,064

計 千円3,749,812

２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高は次のとおりであります。 

２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 千円1,550,000

借入実行残高 千円300,000

差引額 千円1,250,000

当座貸越極度額 千円1,250,000

借入実行残高 千円100,000

差引額 千円1,150,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

※１ 研究開発費の総額 ※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
千円948,796

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
千円1,052,291

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 千円1,174 機械装置及び運搬具 千円36

有形固定資産「その他」  千円1,929

計  千円1,965

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 千円4,357

機械装置及び運搬具 千円4,743

有形固定資産「その他」 千円2,415

撤去費用 千円1,138

計 千円12,654

建物及び構築物 千円2,872

機械装置及び運搬具 千円1,487

有形固定資産「その他」 千円890

撤去費用 千円1,850

計 千円7,101
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前連結会計年度（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株）  15,852,600  ―  ―  15,852,600

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株）  60  ―  ―  60

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年９月27日 

定時株主総会 
普通株式  277,419  17.50 平成19年６月30日 平成19年９月28日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年９月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  277,419  17.50 平成20年６月30日 平成20年９月29日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株）  15,852,600  ―  ―  15,852,600

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株）  60  74  ―  134

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年９月26日 

定時株主総会 
普通株式  277,419  17.50 平成20年６月30日 平成20年９月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  126,819  8.00 平成21年６月30日 平成21年９月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円2,822,229

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 千円△207,034

現金及び現金同等物 千円2,615,195

現金及び預金勘定 千円4,242,510

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 千円△297,100

現金及び現金同等物 千円3,945,410

（退職給付関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

退職一時金制度を採用しております。 

 なお、当社及び国内連結子会社は、平成20年１月に退

職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し

ております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成20年６月30日) ２ 退職給付債務に関する事項(平成21年６月30日) 

(1) 退職給付債務 千円246,030

(2) 未認識数理計算上の差異 千円1,921

(3) 退職給付引当金（1）+（2） 千円247,951

(1) 退職給付債務 千円262,314

(2) 未認識数理計算上の差異 千円4,462

(3) 退職給付引当金（1）+（2） 千円266,777

(注) 退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移

行に伴う影響額は「退職給付制度一部終了益」と

して特別利益に82,406千円計上しております。ま

た、確定拠出年金制度への資産移管額は62,253千

円であり、３年間で移管する予定であります。な

お、当連結会計年度末時点の未移管額46,362千円

は、未払金及び長期未払金に計上しております。

  

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 千円229,136

(1) 勤務費用 千円47,958

(2) 利息費用 千円4,164

(3) 原則法への変更による費用処理額

（注） 

千円165,059

(4) 確定拠出年金制度掛金 千円11,953

退職給付費用 千円62,020

(1) 勤務費用 千円35,731

(2) 利息費用 千円3,825

(3）数理計算上の差異の費用処理額 千円△384

(4) 確定拠出年金制度掛金 千円22,846

（注）当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法から

原則法に変更しております。当連結会計年度期首に

おける当該債務の差額は、特別損失に計上しており

ます。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 ％1.5

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 ％1.5

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ５年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 千円31,075

連結会社間内部利益消去 千円79,391

その他有価証券評価差額金 千円57,081

退職給付引当金 千円99,925

役員退職慰労引当金 千円153,253

投資有価証券評価損 千円12,046

その他 千円50,506

繰延税金資産小計 千円483,280

評価性引当額 千円△26,882

繰延税金資産合計 千円456,397

繰延税金負債  

未収還付事業税 千円△10,498

子会社留保利益 千円△360,261

その他 千円△2,276

繰延税金負債合計 千円△373,036

繰延税金資産の純額 千円83,360

繰延税金資産  

未払事業税 千円27,956

賞与引当金 千円36,515

たな卸資産評価損 千円38,175

貸倒引当金 千円30,829

連結会社間内部利益消去 千円62,166

その他有価証券評価差額金  千円31,538

退職給付引当金 千円107,024

役員退職慰労引当金  千円146,839

投資有価証券評価損  千円198,191

その他 千円30,758

繰延税金資産小計 千円709,995

評価性引当額 千円△207,228

繰延税金資産合計 千円502,767

繰延税金負債  

子会社留保利益 千円△351,581

その他 千円△1,670

繰延税金負債合計 千円△353,252

繰延税金資産の純額 千円149,515

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 千円118,558

固定資産－繰延税金資産 千円1,063

固定負債－繰延税金負債 千円36,261

流動資産－繰延税金資産 千円207,303

固定資産－繰延税金資産 千円2,052

固定負債－繰延税金負債 千円59,841

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
％1.2

住民税均等割額 ％2.0

在外連結子会社の税率差異 ％△4.4

在外連結子会社の税額免除 ％4.3

在外連結子会社の留保利益 ％5.0

試験研究費等控除 ％△1.1

評価性引当額の減少 ％△3.7

その他 ％0.3

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
％44.0

法定実効税率 ％40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
％3.6

住民税均等割額 ％1.9

在外連結子会社の税率差異 ％△4.9

在外連結子会社の税額免除 ％△5.3

在外連結子会社の留保利益 ％△1.0

試験研究費等控除 ％△4.0

評価性引当額の増加 ％20.1

その他 ％△0.5

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
％50.3
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) メディカル事業……PTCAガイドワイヤー、PTCAガイディングカテーテル、PTCAバルーンカテーテル、マイ

クロカテーテル、血管造影用カテーテル、血管造影用ガイドワイヤー等 

(2) メディカルデバイス事業……プラスチックガイドワイヤー、スプリングガイドワイヤー、チューブ等 

(3) インダストリアルデバイス事業……ステンレス線材、ロープ、コイル、端末加工品、チャージワイヤー等

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,147,597千円であり、当社の管理部門

に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は4,002,923千円でありま

す。 

５ 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より当社は、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に

変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、「メディカル事業」、「メディカルデバイス事業」及び

「インダストリアルデバイス事業」の営業利益は、それぞれ8,199千円、603千円及び2,225千円減少し、

「消去又は全社」に含まれる配賦不能営業費用は、2,681千円増加しております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
メディカル 

事業 
(千円) 

メディカル
デバイス事業

(千円) 

インダストリ
アルデバイス

事業 
(千円) 

計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 6,873,472  2,266,893  2,560,289  11,700,655  ―  11,700,655

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 202,171  157,696  758,141  1,118,010 (1,118,010)  ―

計  7,075,644  2,424,589  3,318,431  12,818,665 (1,118,010)  11,700,655

営業費用  5,517,337  2,076,637  3,019,983  10,613,958  29,587  10,643,545

営業利益  1,558,306  347,952  298,448  2,204,707 (1,147,597)  1,057,109

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
                                   

資産  9,043,588  2,520,695  4,253,455  15,817,739  3,975,587  19,793,327

減価償却費  491,862  81,480  261,457  834,801  50,471  885,272

資本的支出  434,443  71,063  228,567  734,074  53,114  787,189
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当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) メディカル事業……PTCAガイドワイヤー、PTCAガイディングカテーテル、PTCAバルーンカテーテル、マイ

クロカテーテル、血管造影用カテーテル、血管造影用ガイドワイヤー等 

(2) メディカルデバイス事業……プラスチックガイドワイヤー、スプリングガイドワイヤー、チューブ等 

(3) インダストリアルデバイス事業……ステンレス線材、ロープ、コイル、端末加工品、チャージワイヤー等

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,397,495千円であり、当社の管理部門

及び基盤技術開発部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)、管理部門及び基盤技術開発部門に係る資産等であり、当連結会計年度は

3,608,225千円であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（１）ハ.に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は「メディカル事業」は27,503千円増加、「メデ

ィカルデバイス事業」は27,088千円減少、「インダストリアルデバイス事業」は170千円減少しておりま

す。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（２）イ.に記載のとおり、当連結会計年度より

当社及び国内連結子会社は、機械装置の耐用年数を変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、「メディカル事業」、「メディカルデバイス事業」、「イ

ンダストリアルデバイス事業」及び「消去又は全社」の営業利益は、それぞれ29,901千円、4,044千円、

13,064千円及び1,224千円減少しております。 

  

  
メディカル 

事業 
(千円) 

メディカル
デバイス事業

(千円) 

インダストリ
アルデバイス

事業 
(千円) 

計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 8,379,935  2,356,557  1,981,706  12,718,199 －  12,718,199

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 176,059  179,416  732,021  1,087,497 (1,087,497) － 

計  8,555,995  2,535,973  2,713,728  13,805,697 (1,087,497)  12,718,199

営業費用  6,071,433  2,019,878  2,534,760  10,626,072  309,997  10,936,070

営業利益  2,484,562  516,094  178,967  3,179,624 (1,397,495)  1,782,129

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
                                   

資産  10,342,727  2,780,973  4,123,490  17,247,191  3,408,268  20,655,460

減価償却費  470,625  75,377  265,068  811,072  78,398  889,470

資本的支出  675,609  134,481  470,704  1,280,794  92,349  1,373,144
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……香港(中国)、タイランド、ベトナム 

北米……米国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,147,597千円であり、当社の管理部門

に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は4,002,923千円でありま

す。 

５ 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より当社は、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に

変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益が13,711千円減少しております。ま

た、「東南アジア」の営業利益に与える影響額は軽微であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

北米
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 9,200,886  823,613  1,676,154  11,700,655  ―  11,700,655

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 1,750,737  3,198,589  6,367  4,955,694 (4,955,694)  ―

計  10,951,624  4,022,203  1,682,521  16,656,349 (4,955,694)  11,700,655

営業費用  9,253,806  3,591,945  1,614,467  14,460,219 (3,816,674)  10,643,545

営業利益  1,697,818  430,258  68,053  2,196,130 (1,139,020)  1,057,109

Ⅱ 資産  10,401,454  6,291,513  582,326  17,275,294  2,518,032  19,793,327
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当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……香港(中国)、タイランド、ベトナム 

北米……米国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,397,495千円であり、当社の管理部門

及び基盤技術開発部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)、管理部門及び基盤技術開発部門に係る資産等であり、当連結会計年度は

3,608,225千円であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（１）ハ.に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益が245千円増加しております。また、

「東南アジア」及び「北米」の営業利益に与える影響はありません。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（２）イ.に記載のとおり、当連結会計年度より

当社及び国内連結子会社は、機械装置の耐用年数を変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」、「東南アジア」及び「消去又は全社」の営業利

益は、それぞれ44,633千円、2,376千円及び1,224千円減少しております。 

  
日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

北米
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 9,682,815  660,660  2,374,724  12,718,199 ―  12,718,199

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 2,289,779  3,237,770  23,065  5,550,614 (5,550,614) ― 

計  11,972,594  3,898,430  2,397,789  18,268,814 (5,550,614)  12,718,199

営業費用  9,795,228  3,127,934  2,166,025  15,089,189 (4,153,118)  10,936,070

営業利益  2,177,365  770,495  231,763  3,179,624 (1,397,495)  1,782,129

Ⅱ 資産  11,318,263  7,100,024  1,257,113  19,675,402  980,058  20,655,460
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア地域……香港・中国、タイランド等 

(2) 北米地域……米国 

(3) その他の地域……欧州、中近東等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア地域……香港・中国、タイランド等 

(2) 北米地域……米国 

(3) その他の地域……欧州、中近東等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｃ．海外売上高

  東南アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円)  1,328,595  1,661,037  1,281,695  4,271,328

Ⅱ 連結売上高(千円)                    11,700,655

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 11.4  14.2  10.9  36.5

  東南アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円)  1,311,410  2,442,076  1,336,315  5,089,802

Ⅱ 連結売上高(千円)                    12,718,199

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 10.3  19.2  10.5  40.0
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

 該当事項はありません。 

（注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

 リース取引、有価証券関係、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短

信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（関連当事者情報）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり純資産額 円 銭776 31

１株当たり当期純利益 円 銭29 86

１株当たり純資産額 円 銭766 97

１株当たり当期純利益 円 銭28 13

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期中平

均株価が新株予約権の行使価格より低く、１株当たり当期

純利益が希薄化しないため、記載を省略しております。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期中平

均株価が新株予約権の行使価格より低く、１株当たり当期

純利益が希薄化しないため、記載を省略しております。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり当期純利益 

当期純利益 (千円)  473,403  445,862

普通株主に帰属しない金額 (千円)  ―  ―

普通株式に係る当期純利益 (千円)  473,403  445,862

普通株式の期中平均株式数 (千株)  15,852  15,852

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

普通株式増加数 (千株)  ―  ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年９月22日定時株主

総会決議による新株予約権

方式のストックオプション 

(株式の数181,100株) 

平成17年９月22日定時株主

総会決議による新株予約権

方式のストックオプション 

(株式の数163,100株) 

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,590,654 2,292,709

受取手形 394,283 401,774

売掛金 1,988,589 2,441,875

製品 1,343,261 －

商品及び製品 － 1,147,249

仕掛品 242,625 217,473

原材料 488,338 －

貯蔵品 10,850 －

原材料及び貯蔵品 － 413,179

前渡金 99 －

関係会社短期貸付金 188,000 146,404

前払費用 66,050 73,879

繰延税金資産 32,608 123,699

未収入金 660,402 797,871

未収還付法人税等 200,566 －

その他 166,170 91,624

貸倒引当金 △157 △49,139

流動資産合計 7,372,345 8,098,601

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,859,647 3,041,573

減価償却累計額 △796,698 △929,664

建物（純額） 2,062,949 2,111,909

構築物 182,233 184,980

減価償却累計額 △92,790 △106,035

構築物（純額） 89,442 78,944

機械及び装置 1,054,369 1,126,457

減価償却累計額 △512,496 △639,971

機械及び装置（純額） 541,873 486,486

車両運搬具 4,003 4,003

減価償却累計額 △3,843 △3,883

車両運搬具（純額） 160 120

工具、器具及び備品 717,610 768,532

減価償却累計額 △488,099 △578,722

工具、器具及び備品（純額） 229,511 189,810

土地 1,175,335 1,183,448

建設仮勘定 25,212 5,799

有形固定資産合計 4,124,483 4,056,518
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

無形固定資産   

特許権 38,689 56,372

借地権 10,624 10,624

商標権 21,238 20,668

意匠権 183 119

ソフトウエア 61,351 56,896

その他 7,030 6,963

無形固定資産合計 139,117 151,644

投資その他の資産   

投資有価証券 1,455,267 1,133,214

関係会社株式 1,384,041 1,384,041

出資金 1,090 1,090

関係会社出資金 1,016,930 1,698,170

関係会社長期貸付金 1,576,000 1,277,676

長期前払費用 622 876

繰延税金資産 326,010 293,352

保険積立金 780,591 655,275

その他 226,238 173,930

貸倒引当金 △17,976 △17,811

投資その他の資産合計 6,748,816 6,599,814

固定資産合計 11,012,418 10,807,977

資産合計 18,384,763 18,906,578
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 138,117 41,818

買掛金 981,561 1,201,312

短期借入金 300,000 868,080

1年内返済予定の長期借入金 1,387,586 1,585,096

未払金 574,367 677,616

未払費用 91,768 106,204

未払法人税等 9,366 154,789

前受金 44 －

預り金 83,200 95,350

賞与引当金 72,501 84,970

その他 59,205 36,281

流動負債合計 3,697,719 4,851,519

固定負債   

長期借入金 3,224,527 3,149,798

退職給付引当金 242,700 259,996

役員退職慰労引当金 378,966 363,194

その他 31,280 13,213

固定負債合計 3,877,474 3,786,202

負債合計 7,575,193 8,637,721

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,167,950 4,167,950

資本剰余金   

資本準備金 4,060,960 4,060,960

資本剰余金合計 4,060,960 4,060,960

利益剰余金   

利益準備金 39,841 39,841

その他利益剰余金   

別途積立金 75,000 75,000

繰越利益剰余金 2,550,044 1,971,791

利益剰余金合計 2,664,885 2,086,633

自己株式 △156 △217

株主資本合計 10,893,639 10,315,325

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △84,069 △46,468

評価・換算差額等合計 △84,069 △46,468

純資産合計 10,809,569 10,268,856

負債純資産合計 18,384,763 18,906,578
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 11,156,628 11,853,019

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,042,019 1,343,261

当期商品及び製品仕入高 1,591,876 1,439,979

当期製品製造原価 5,513,968 5,669,545

合計 8,147,864 8,452,786

他勘定振替高 264 △86,308

商品及び製品期末たな卸高 1,343,261 1,147,249

商品及び製品売上原価 6,804,338 7,219,228

売上総利益 4,352,290 4,633,790

販売費及び一般管理費   

発送運搬費 117,540 106,097

広告宣伝費 19,334 2,789

貸倒引当金繰入額 － 48,984

役員報酬 358,719 357,507

給与手当 857,915 856,511

賞与 202,586 238,021

役員賞与 － 50,000

賞与引当金繰入額 42,109 43,661

退職給付費用 35,622 32,471

法定福利費 166,328 170,958

福利厚生費 77,980 77,865

旅費及び交通費 141,377 144,887

減価償却費 99,405 122,453

研究開発費 948,796 1,052,291

支払手数料 278,399 272,172

その他 508,702 547,708

販売費及び一般管理費合計 3,854,819 4,124,383

営業利益 497,470 509,407

営業外収益   

受取利息 55,693 48,680

受取配当金 22,563 21,788

保険返戻金 － 43,674

その他 28,828 28,704

営業外収益合計 107,085 142,848

営業外費用   

支払利息 72,661 78,908

為替差損 233,849 181,493

その他 4,926 3,109

営業外費用合計 311,437 263,511

経常利益 293,118 388,743
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 45 166

退職給付制度一部終了益 82,406 －

特別利益合計 82,451 166

特別損失   

固定資産除却損 12,654 7,066

投資有価証券評価損 1,938 460,895

退職給付費用 165,059 －

たな卸資産評価損 － 94,459

その他 － 6,733

特別損失合計 179,652 569,155

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 195,917 △180,245

法人税、住民税及び事業税 73,303 204,562

法人税等調整額 15,682 △83,975

法人税等合計 88,985 120,587

当期純利益又は当期純損失（△） 106,931 △300,832
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,167,950 4,167,950

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,167,950 4,167,950

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,060,960 4,060,960

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,060,960 4,060,960

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 39,841 39,841

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 39,841 39,841

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 75,000 75,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 75,000 75,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,720,531 2,550,044

当期変動額   

剰余金の配当 △277,419 △277,419

当期純利益又は当期純損失（△） 106,931 △300,832

当期変動額合計 △170,487 △578,252

当期末残高 2,550,044 1,971,791

利益剰余金合計   

前期末残高 2,835,373 2,664,885

当期変動額   

剰余金の配当 △277,419 △277,419

当期純利益又は当期純損失（△） 106,931 △300,832

当期変動額合計 △170,487 △578,252

当期末残高 2,664,885 2,086,633
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

自己株式   

前期末残高 △156 △156

当期変動額   

自己株式の取得 － △61

当期変動額合計 － △61

当期末残高 △156 △217

株主資本合計   

前期末残高 11,064,126 10,893,639

当期変動額   

剰余金の配当 △277,419 △277,419

当期純利益又は当期純損失（△） 106,931 △300,832

自己株式の取得 － △61

当期変動額合計 △170,487 △578,313

当期末残高 10,893,639 10,315,325

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 117,679 △84,069

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △201,748 37,600

当期変動額合計 △201,748 37,600

当期末残高 △84,069 △46,468

純資産合計   

前期末残高 11,181,805 10,809,569

当期変動額   

剰余金の配当 △277,419 △277,419

当期純利益又は当期純損失（△） 106,931 △300,832

自己株式の取得 － △61

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △201,748 37,600

当期変動額合計 △372,236 △540,712

当期末残高 10,809,569 10,268,856
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 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 時価法 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品、仕掛品及び原材料 

総平均法による原価法 

(1) 商品及び製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法） 

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号 平成18年７月５日公

表分）を適用しております。 

 これにより、当事業年度の営業

利益及び経常利益は、それぞれ

13,188千円増加し、税引前当期純

損失は81,271千円増加しておりま

す。 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

建物(建物附属設備を除く) 

 定額法を採用しております。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物(建物附属設備を除く) 

同左 

  建物以外 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成19年４月１日以降取得の有

形固定資産については、改正後の法

人税法に規定する減価償却方法によ

り減価償却費を計上しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      15年～47年 

機械及び装置  12年～13年 

建物以外 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成19年４月１日以降取得の有

形固定資産については、改正後の法

人税法に規定する減価償却方法によ

り減価償却費を計上しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      15年～47年 

機械及び装置  ７年～10年 
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項目 
前事業年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

  （追加情報）   

 法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却方法の適用に

より取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しており

ます。 

 なお、これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

（追加情報） 

 当社の機械及び装置について

は、従来、耐用年数を12～13年と

しておりましたが、当事業年度よ

り平成20年度の税制改正による法

定耐用年数の変更を機会に経済的

使用可能予測期間の見直しを行い

７～10年に変更しております。 

 これにより、当事業年度の営業

利益及び経常利益は48,044千円減

少し、税引前当期純損失は48,044

千円増加しております。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 定額法によっております。  

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 平成17年９月をもって役員退職慰労

金制度を廃止しております。なお、当

事業年度末の役員退職慰労引当金残高

は、制度廃止時に在任している役員に

対する支給予定額であり、支給時期は

それぞれの役員の退任時としておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

― 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については特例処

理の要件を満たしているため、特例処

理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金 

  

  (3) ヘッジ方針 

 金利変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については特例処

理を採用しているため、有効性の評価

を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項  

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。  

消費税等の処理方法 

同左 

会計方針の変更

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

― （リース取引に関する会計基準の適用） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。 

 また、リース取引開始日が平成20年７月１日以降で通常

の売買取引に係る方法に準じて会計処理すべきリース取引

がないことから、この変更による損益への影響はありませ

ん。 
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表示方法の変更

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました、「電話加入

権」及び「会員権」は、資産の総額の100分の１以下で

あるため、それぞれ無形固定資産の「その他」及び投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

 なお、当事業年度のそれぞれの金額は、次のとおりで

あります。  

― 

 電話加入権 千円6,188

 会員権 千円38,736

  

追加情報

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

(退職給付引当金) 

当事業年度より当社は、退職給付債務の計算方法を簡便

法から原則法に変更しております。 

この変更は、従業員数の増加により、退職給付債務の金

額の重要性が増したため、その算定の精度を高め、退職給

付費用の期間損益計算をより適正化するために行ったもの

であります。 

この変更に伴い、当期首における簡便法と原則法により

計算した退職給付債務の差額は「退職給付費用」として

165,059千円を特別損失に計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利

益及び経常利益はそれぞれ13,709千円減少し、税引前当期

純利益は95,865千円減少しております。 

― 

  

(確定拠出型年金制度への移行) 

当社は、平成20年１月に退職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理(企業会計基準適用指針第１号)」を適用し

ております。 

本移行に伴い、「退職給付制度一部終了益」として

82,406千円を特別利益に計上しております。 

― 
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（1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

（2）受注状況  

当社グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

（3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

６．生産、受注及び販売の状況

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

メディカル事業  8,673,886  101.0

メディカルデバイス事業  2,418,541  78.6

インダストリアルデバイス事業  2,216,594  105.1

合計  13,309,022  96.6

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

メディカル事業  8,379,935  121.9

メディカルデバイス事業  2,356,557  104.0

インダストリアルデバイス事業  1,981,706  77.4

合計  12,718,199  108.7

  
  

相手先 

前連結会計年度
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 セント・ジュード・メディカル㈱  2,715,740  23.2  2,733,478  21.5

 アボット ラボラトリーズ社  1,497,403  12.8  2,378,388  18.7
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